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　経済学の目的は、「日常生活を営んでいる人間に関する研究」（アルフレッド・マーシャル『経済学
原理』馬場敬之助訳、東洋経済新報社、1965年、第1分冊、3ページ）としたのがアルフレッド・マー
シャルであった。マーシャルはEconomicsを初めて用いた経済学者であったが、「人間に関する研究」
が多様な側面からの経済分析にあり、単に「純粋経済学」の確立を試みたのではなかった。同じくケ
ンブリッジ学派のケインズは、マーシャルを「知の巨人」として位置づけた。ケインズによれば「知
の巨人」とは、哲学、倫理学、政治学だけでなく数学、芸術などにおいても優れた才能をもっている
人物をさし、歴史的にはアリストテレス、アダム・スミスそしてマーシャルなどであった。また杉本
栄一は、「経済学は光を求める学問であるとともに、果実を求める学問です。知識のための知識を求
めて勉強する学問であるとともに、本来、実践のための指針として勉強すべきです。…アダム・スミ
スもマルクスもマーシャルも、およそ偉大な経済学者といわれているひとびとは、狭い意味での理論
経済学はもとより、経済史や経済政策の分野に通暁し」（杉本栄一『近代経済学の解明』岩波文庫版、
1981年、序文、3ページ）ていること、さらに杉本による偉大な経済学者とは「政治、社会、道徳、
芸術、宗教などの人間生活のあらゆる部面や、数学、物理、生物などの自然科学の領域にわたり、高
い教養と広い知識をもっていた」（同上書、4ページ、ただし引用に当たっては本文にない句点をい
れている）人としている。杉本栄一の描く経済学は、Political　Economyである。　Political
Economy（経済学）を志すものは、経済事象の純粋化を求めるのではなく、社会科学の領域、自然
科学の領域まで含む広い知識をもって研究すること、同時に実践のための指針を示すものでなくては
ならない、のである。杉本の提起は、「純粋経済学」を求める多くの主流派経済学、とりわけ実践へ
の指針どころか極端化すればパソコンとジャーナルだけで「経済学」が成り立つ、と考える人々への
痛烈な批判となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　2008年アメリカ「金融危機」に端を発する先進国経済の不況・停滞は、これまでの既存の経済学へ
の警鐘を鳴らしたのである。とりわけ主流派経済学の理論・政策は、先進国も含めて発展途上諸国の
☆立命館大学経済学部教授
一201一
49巻％1号　2010　10月
経済に福音をもたらさなかったのであり、経済学方法論の再検討を迫るものであった。したがって学
問領域を超えた広域的な経済学（Political　Economy）研究は、主流派への対抗であるとともに、新
たな経済学体系の構築を目指すものとなっている。今日の主流派経済学、文部科学省あるいは大学で
の研究は、応用的研究に力点が置かれ、社会科学、自然科学を含む広い意味での学際的研究・基礎研
究・歴史研究がおろそかにされようとしている。大学はなによりも学際研究・基礎研究の場として、
また資金を含めた研究を保証する場として位置することが重要である。こうした研究方向は、21世紀
の大学の目指す道であるし、大学の使命であるように思う。
　飯田和人編『危機における市場経済』は、経済学のみならず、法学、経営学の専門家による共同労
作となっている。同：書は、「市場経済」を経済学、法学、経営学の多面から捉えることによって今日
の「危機」状況を明らかにしようとする意図をもっている。また同書は、ケインズの「知の巨人」の
認識あるいは杉本の経済学の方法論に即していえば、多様な学問的アプローチを試みようとするので
あり、極めて新鮮であり魅力的である。いわば学際的な研究によって課題を解こうとする目的が十分
滲み出るような内容になっている。したがって本書は、Political　Economyの世界への新たな礎石
を築く野心的な試みとして評価することができる。
l
　本書の目的は、編者の最初の文章に明確に記されている。
　「グローバル資本主義の時代には、かつてのく原始的蓄積一産業革命一産業資本主義の確立〉とい
う、いわば19世紀イギリス型の標準発展モデルでもなければ、あるいはそれを基盤に登場したく大量
生産一大量消費〉方式をその社会的再生産の基軸とするアメリカ型の発展モデルでもない、まったく
新しい資本主義の標準的発展モデルが登場する、ということである。それは、グローバリゼーション
下の国際分業関係を前提に、いわゆる輸出主導型の工業化によって経済的「離陸」を果たした、新興
国型の発展モデルである。
　これは、国民経済（＝社会的再生産過程）のあり方としては、近代的企業システムと資本一賃労働
関係という資本主義経済の基本的構成要素を備える一方、〈大量生産・大量消費〉をその社会的再生
産の基軸とした20世紀型の大衆資本主義の特性をも備えた発展モデルであるが、かつての〈原始的蓄
積一産業革命一産業資本主義の確立〉という、いわば19世紀型の標準的な発展モデルとは完全に異
なった資本主義の発展モデルなのである。グローバル資本主義の特徴のひとつは、こうした新興国型
の発展モデルと先進国型の発展モデルとの併存にある。
　このような特徴をもつグローバル資本主義の理論構造は、従来型の資本とは異なる行動原理をもっ
たグローバル資本の存在と、そこでの資本一賃労働関係の維持・再生産が労働力と資本の国際移動に
よって遂行される、というところにその特質を見出される」（飯田和人編『危機における市場経済』、
飯田稿、日本経済評論社、2010年3月、3～4ページ）。
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　同書の目的はグローバル資本主義のもとで市場経済危機に陥っている状況の特徴および原因をさぐ
ることにある、としている。グローバル資本主義は従来の資本主義と異なった行動原理が働らき、そ
れは資本と資本・賃労働の関係に特徴的にあらわれている、としている。こうした特徴を導き出すこ
とは、全編に貫く基本的視角である。
　今日のグローバリゼーションについては、次のような位置づけをおこなっている。
　「グローバリゼーションは、ときに地球規模のアメリカ化すなわちアメリカナイゼーションだと言
われる。この場合、アメリカナイゼーションの中心は、1980年代以降、世界経済を席巻してきた金融
グローバリゼーションであろう。こうした観点からは、アメリカの金融帝国としての覇権を確立しよ
うとする戦略が、いわゆるアメリカン・スタンダードをグローバル・スタンダードとして通用させる
と同時に、新古典派的な市場原理主義が世界に浸透していく背景にもなった」（同書、第1章、23ペー
ジ）。
　「サブプライム金融恐慌は、このアメリカナイゼーションとしてのグローバル資本主義そのものが
危急存亡のときに立たされたことを意味することになる。しかしながら、これは、グローバリゼーショ
ンもしくはグローバル資本主義へと向かう歴史の大きな流れがこれで終わりを迎える、ということで
はないように思われる。なぜなら、現在起こっているグローバル資本主義への歴史的移行は、アメリ
カの金融覇権やアメリカナイゼーション、あるいは金融グローバリゼーションといった要因だけでは
説明できない、現代資本主義の再生産構造に生じた大きな変化を基盤にしたものだからである。新古
典派的な市場原理主義が世界に浸透していったことも、実はこの変化と深く関わっている」（同書、
23ページ）。
　ただしグローバリゼーションの捉え方には、各執筆者で微妙な「ズレ」があるとしている。それは
第1章で、グローバリゼーション下の資本主義を「グローバル資本主義」として捉え、単なるアメリ
カナイゼーションではないとする。しかし第2章は、アメリカナイゼーションを「現代グローバリゼー
ション」として捉えたうえで「アメリカン・スタンダードのグローバル化＝＝アメリカン・グローバリ
ゼーション」（同書、7ページ）として特徴づけている点である。また第3章では、グローバリゼーショ
ンを「世界標準が形成され、世界的に統一的な基準が用いられるようになる」という意味で用いてお
り、そうした世界的共通な基準の具体的な形成過程がGATTやWTOにおける自由化交渉プロセスの
中で分析（同書、10ページ）されているのである。グローバリゼーションの捉え方には、各章で「ズ
レ」があるが、それはグローバリゼーションの二面性からの分析方法の相違であり、グローバル資本
主義のもっ性格を描き出すことの目的が同じである、としている。
　ところでグローバリゼーションは、第1に国際関係論的視点からいえば「覇権」の獲得・支配を意
味する。今日ではアメリカ「覇権」システムの形態・内容の側面である。第2に、アメリカ「覇権」
システムを支える、貿易、国際通貨、国際金融システムの形態の側面である。第3に、巨大企業（多
国籍企業）による世界市場支配の形態である。第4に、貿易・国際分業形成の世界的な広がりの側面
である。第5に、「覇権」は単一国民経済だけでなくEUに代表されるような経済統合の進展によっ
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ても可能である。ASEAN、東アジア共同体構想などの経済統合は、「覇権国」支配を確実に弱体化し
ている。すなわちグローバリゼーションは、以上の多面的な視点を示す現象であり、個々の国民経済
でその現れ方も異なっているのである。これまでのグローバリゼーション論は、上の現象の一部分を
強調して捉えることに重点があった。
　したがって編者は、各執筆者によってグローバリゼーションの位置づけ・捉え方が微妙に異なって
いる点を述べているが、読者からすればむしろ当然のことと思われる。それゆえに今日のグローバリ
ゼーションは、冷戦体制の解体を促進した、とみるか、あるいはグローバル化は冷戦体制の解体によっ
て可能になったとみるかでは、論理的に異なることを指摘することが必要である。またグロバール化
は、新興国型モデルと先進国型モデルの併存であることを第1章で解明しようとしたが、第2章との
関連でいえば「冷戦体制の解体」の論理とどのように結びつくのかを明らかにすることが必要である。
　グローバリゼーションは、アメリカン・グローバリゼーションあるいは資本の多国籍的展開、
WTO・IMFなどの貿易・国際通貨システムさらにはEUなどの経済統合の進展による国民経済システ
ムを超えた市場統合の進展などを意味し、さらにこうした現象が重層的に展開している現象を意味し
ている。ところがグローバリゼーション理解は、論者によってこうした事態を、例えぼアメリカン・
スタンダードの推進のみを強調したり、あるいは資本主義の確立した段階から始まった現象であると
捉えるなど、自己の論理に都合の良いように解釈されてきた。飯田は正直に1章と2章には「ズレ」
があることを認めている点が読者に対して親切な対応である。しかし第1章と2章はグローバル資本
主義の二面性をもつ側面をメダルの表と裏とに分けて表現している、としている点は、読者に不親切
である。飯田たちの論点は、「危機に瀕している」資本主義をどのように捉えるかにある。したがっ
てグローバリゼーションをアメリカン・スタンダードとして捉えれば、2008年金融危機は、アメリカ
資本主義の危機である。別のいい方をすればアメリカ的市場システムの危機ということになる。しか
し第1章での分析は、むしろ先進国型、新興国型の二つの経済システムの進展が新しい資本主義シス
テム、世界市場システムの進展であり、「危機」の進行とともにその「解決」形態として捉えること
もできるのではないだろうか。
　第1章は資本主義をつぎの3つの歴史段階に区分する、としている。この歴史区分は、著者の独特
の捉え方である。すなわち「（1）19世紀以前の生成期の資本主義、（2）19世紀初めから20世紀前半
までの確立期の資本主義、（3）第二次世界大戦以後の現代資本主義」（同書、25ページ）。こうした
資本主義の歴史区分を3段階にする点の意義は何か、また19世紀以前の「生成期の資本主義」を資本
主義の歴史区分の最初としている理由は何か、評者には十分理解できなかった点である。「生成期」
の資本主義は、いわゆる「重商主義」といわれる保護主義政策が支配的におこなわれていた。スミス
の経済学は、この重商主義批判を対象として、「自由放任」を基軸とした経済社会の必要性を論じた
のであった。重商主義段階を「生成期」として捉えることの意義、すなわち「資本主義の再生産構造」
の生成期とすることの意義は何かである。さらに歴史区分が恐慌を契機とするならば、1873年「大不
況」後の独占の成立をどのように位置づけるかの問題がある。これまでのいわゆる「産業資本主義」
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の段階から独占が誕生し、さらに欧米先進国による植民地・領土拡大の政策が進展する。また経済学
もワルラス、メンガー、ジェボンズなどの「限界革命」によって新しい考え方が誕生する。したがっ
て19世紀から20世紀初頭までを「資本主義の確立期」と位置づけるよりも、19世紀末からの資本主義
は、「発展期あるいは展開期」の資本主義と考えることもできる。また1929年「世界恐慌」以降は、
国家の経済過程への介入いわゆるケインズ政策が導入される。この期の資本主義政策は、第二次世界
大戦後も継続する。このケインズ政策に基づく経済システムは、1973年の石油危機を契機として転換
していく。著者たちが強調するような「新古典派的市場原理主義」政策である。したがって現代資本
主義は、この1973年石油危機を契機として、いわゆるグローバリゼーション資本主義への移行と位置
づけることができる。編者も強調するように資本主義は恐慌を契機として「再生産構造の変化」が進
行すると捉えるならば、3度の大規模な「世界恐慌」を通じた歴史区分を考える視点も必要である。
　さらに現代資本主義は、「景気循環過程に政策的な介入が行われることで恐慌爆発は回避され、確
立期の資本主義とはまた違った景気循環が展開されている。この確立期の資本主義と現代資本主義と
の区別は、恐慌・景気循環に対する国家もしくは政府の対応の違いという点では明確である」（同書、
26ページ）。そこで資本主義は「少し細かい基準によってつぎの5段階に区分することが可能である」
（同書　26ページ）、として、「（1）生成期の資本主義（2）確立期の資本主義一前半期、（3）確立
期の資本主義一後半期、（4）現代資本主義一前半期、（5）現代資本主義一後半期」（同書、26ページ）
に区分する。そして確立期の資本主義は恐慌を回避することができず、確立期の後半部分で恐慌が変
容を遂げたのであった。現代資本主義の特徴は、恐慌によって景気循環過程のいわば自立的メカニズ
ム、すなわち資本主義の生産関係（資本一賃労働関係）の維持・再生産が行われなくなった、として
いる（同書、27～28ページ）。
　19世紀末は、まさにイギリスの「世界の工場」としての地位が確立し、その生産力および植民地支
配を基盤にポンドが国際通貨として機能していく段階にあった。19世紀末は「ヘゲモニー」国家不在
ではなく、イギリスのヘゲモニーによって世界経済がリードされていく時代であった。また飯田は、
現代資本主義を第二次世界大戦前と異なって恐慌によって再生産の維持あるいは資本一賃労働関係の
維持ができなくなった、経済過程に国家が強制的に介入するようになったからである、としている。
1973年のいわゆる「石油危機」あるいは2008年のアメリカ「金融危機」は、「特殊な恐慌形態」とし
ても位置づけていないように思われる。ここにも飯田の特有の考え方があらわれている。
　さらに第1章で「現代資本主義は、1970年代を境に、その前半期の福祉国家体制からその後半期の
グローバル資本主義という新しい時代に移行していく。もっとも、この新しい時代への移行が誰の目
にも明らかになったのは、1990年代の初頭にソ連・東欧の社会主義体制が崩壊し、いわば地球規模で
の市場経済（資本主義）化を背景としてグローバルな大競争（メガ・コンペテション）が展開される
ようになってきたからであろう」（同書、29ページ）、としている。現代資本主義は1970年代に福祉国
家体制からグローバル資本主義へ移行したのであり、1990年代初頭に大競争の時代が展開されるよう
になった、と論じている。「現代資本主義」の後半期は、1970年代なのか、1990年代なのか判然とし
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ない。飯田は、1990年代になってソ連・東欧「社会主義」体制の崩壊がグローバル資本主義への移行
を明らかにしている、としている。グローバル資本主義への移行は、ソ連・東欧の「社会主義」体制
の崩壊によるのか、それとも福祉国家体制の矛盾によってもたらされたのか、あるいは両側面を
複合的に捉えるべき現象なのであろうか、明瞭に論じることが必要である。
　飯田はアメリカが生産力を拡大したのは、大量消費を支える「中間層」をつくりだしたこと、ある
程度の賃金上昇を行ったこと、としている。こうした分析は正しいとしても、今日のアメリカの消費
水準を支えているのは、「中間層」あるいは「白人層」だけでなく、高所得階層の消費さらには低所
得層による安価な商品の大量消費が特徴である。とくにブッシュ．Jrの低所得層に対する持ち家住宅
政策は、消費水準を増加させた。さらに中国をはじめとした発展途上諸国からの安価な消費財輸入の
増加は大量消費を支えたのである。アメリカの国民所得の増加を支えたのは、安価な商品需要の増加、
サービス、金融、医療、さらに政府支出の増大であった。
　グローバル資本主義への移行は、福祉国家体制の資本一賃労働関係の維持・再生産メカニズムが、
1970年代前半のインフレ圧力の昂進と最終的にはスタグフレーションによる先進資本主義経済の政策
転換である。それは完全雇用政策の放棄であり、政策理念からすれば、ケインズ主義から新古典派主
義（新自由主義）への移行である。要するに資本蓄積をベースに景気循環過程で必然的に形成される
失業を活用して賃金上昇を抑え込むことである。またこのような産業予備軍効果は、同時に福祉国家
体制を支えた政府、経営者、労働者の三者によるネオ・コーポラティス的な労資協調体制の基盤が崩
壊した、と位置づける（同書、35ページ）。1970年代からのアメリカ・ドル支配体制の変容、さらに
はケインズ政策から新古典派的・新自由主義政策の浸透が、今日のグローバリゼーション形成をなし
たと特徴づけているのである。
　さらにグローバル資本主義のもとでは、国際的な労働力移動が、資本一賃労働関係の維持に効力を
発揮している、とする考え方を示している（同書、37～38ページ）。編者は「国際的労働移動の自由」
としている。しかし今日すべての国民経済は、労働移動の完全自由を認めていない。たとえぼEU域
内は最も労働移動の自由が進行しているとはいえ、EU域内労働に限定した措置であり、またEU加
盟の東欧諸国の労働力移動が完全に自由化されているのでもない。この労働力移動は、古典派経済学
の段階では不自由であった。リカードは各国民経済の枠組みを資本と労働の移動の困難性から明らか
にしようとした。第二次世界大戦後は、労働移動がかなり認められたとしても、どこの国でも制限を
設けている。したがってグローバル化の指針としての労働移動の自由が国民経済の資本一賃労働関係
を維持・再生産として機能していると捉える分析視角に対して少なからず疑問をもつ。
　改めて飯田は、グローバル資本主義を総括し、現代のグローバリゼーションが、アメリカ型モデル
と新興国型発展モデルの併存が特徴的なのである、と結論づける。どちらのモデルにおいても労働力
の国際的移動を通じて資本一賃労働関係の維持・再生産が機能していることが特徴的であることを強
調する。
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　第2章は「アメリカ資本主義と現代グローバリゼーション」（柿崎繁）と題してアメリカによるグロー
バリゼーションの進展を詳細に論じている。最初にグローバリゼーションの特徴を次のように述べる。
「ベルリンの壁崩壊とソ連邦解体を画期として歴史的一時代としての冷戦対抗＝冷戦体制の時代は終
焉した。資本主義は、中国を「社会主義市場経済」化の形で包摂し、社会主義の「放棄」による自壊
を経て旧ソ連一ロシア・東欧も包摂・統合した。今では中南米、アフリカ諸国をも資源収奪の対象と
してだけでなく「市場」としても組み込みつつ、資本主義は文字通りグローバルに展開している。そ
れとともに貧富の格差拡大がグローバルな規模で激しく進行している。アメリカの覇権「確立」にも
かかわらず、対立と混迷が本格的に展開したグローバリゼーションは、「貧富の格差拡大」と「対立
と混迷」を本質的特徴としている」（同：書、63ページ〉。
　柿崎のグローバリゼーション理解は、「冷戦の解体期」に展開し、その特徴を「貧富の格差拡大」
と「対立と混迷」にあるとしている。「貧富の格差拡大」はグローバリゼーション期でなくても現れ
てくる特徴である。しかし、ブラジル、メキシコ、中国、インドなどの経済発展は、生産力格差縮小
過程でもある。またアフリカ、南アジアなどでの生産力停滞は事実であるが、EU、日本なども生産
力が停滞している事態をどのように捉えるのであろうか。アメリカにおいてすら製造業の生産力増大
ははかられていない。今日の世界経済分析は、「生産力格差拡大」というステレオタイプ分析でよい
のかどうかが今日問われている経済学の問題である。
　柿崎の対象とするグローバリゼーションは、「アメリカを発信地とする金融のグローバリゼーショ
ンをベースに展開したものであり、1970年代半ば以降急展開するME（マイクロエレクトロニクス）
化と並行して進展する空洞化と相関的なサービス化・金融化の進展というアメリカ経済の構造的変化
をその実体的基礎」（同書、64ページ）にある。
　また柿崎は「冷戦の重みを再検証が必要である」（同書、64ページ）ともいっている。なにゆえ「冷
戦」の再検証が必要なのか、「冷戦」解体によってアメリカナイゼーションが進展した要因は何か、
さらにグローバリゼーションがなにゆえアメリカから進展したのか、いずれも経済学として明らかに
しなければならない課題である、として柿崎の独自的な展開を試みる。
　したがって第2章の目的は、「戦後のアメリカ資本主義の歴史的地位からの帰結として、資本主義
が腐朽し、死滅しつつある過程において新たな段階に向かう一局面として捉えられるのか。これらを、
アメリカ資本主義の構造変化と現代グローバリゼーションの段階把握のための分析視角を与える」（同
書、65ペー・・ジ）としている。
　グローバリゼーション下での世界市場は、次のような特徴をもっているとしている。
「世界市場において自由貿易の原理が作用する限り、資本主義諸国間の統一的蓄積運動＝好況の過程
からの諸矛盾が統一的に恐慌となって噴出する循環過程において、先進国に対する後進国の肉薄運動
は周期的に中断される。「追いつき追い越せ」の資本主義の不均等発展の法則は、結局のところ、周
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期的恐慌において中断され、先行して資本主義国として登場した国と遅れて登場した国との発展の差
を維持する雁行発展の形態をとらざるを得ない。自由競争段階のグローバリゼーションの特徴である」
（同書、65～66ページ）。
　柿崎は、自由貿易が作用することによって資本主義諸国の諸矛盾が恐慌とならざるをえないし、後
進国の生産力発展が周期的に中断される、としている。こうした考え方は、資本主義の歴史的過程あ
るいは現実の資本主義諸国の生産力発展過程を跡づけたことによるものなのか、あるいは独特な歴史
的段階区分による論理的結論なのかといえば、柿崎の論理は明らかに後者、すなわち資本主義の歴史
区分にある。それがグローバリゼーション理解にも現れているのである。すなわち現代グローバリゼー
ションは、「冷戦」体制の崩壊に基づくアメリカ資本主義の金融システム展開にある、としている点
である。
　「資本主義の不均等発展」の結果、遅れた国は価格競争力を武器に世界市場に進出し、他方プロッ
キズムの高まりの中で対立が激化し、やがて植民地争奪戦へと導かれる。こうした現象は資本主義の
独占段階におけるグローバリゼーションの本質的特徴である、としている、したがって柿崎において
は、グローバリゼーションを現代資本主義（柿崎の表現を使えば「冷戦解体」以降）特有のものでな
く、独占段階に生じた現象なのである。そして今日のグローバリゼーションは、アメリカナイゼーショ
ン的な側面が強いことを強調する。
　また柿崎は、第一次世界大戦から第二次世界大戦までの戦間期および戦後のアメリカを、軍事部門
優先の経済構造であったことを描き出す。すなわち戦後は「冷戦」体制下でアメリカの経済構造が形
成されていった。しかし「冷戦」が解体すればアメリカの経済構造は変容せざるをえない。その変容
のひとつの特徴が金融肥大化現象となって現れたことを論理的に示そうとしたのである（同書、75
～76ページ）。
「アメリカは事実上の「世界中央銀行」として振る舞い、冷戦対抗の必要から国家資本による軍事援
助並びに復興援助「ドル散布」と民間資本輸出、さらにはかつてのプロッキズムの柱であった旧植民
地体制を解体しGATTと2国間協定を通じた自由な貿易を追求した。こうして世界を分断化した冷戦
体制の下での資本主義世界の再編を通じてアメリカ基軸の資本の「グローバリゼーション」が貫徹す
る」（同書、75～76ページ）。
　柿崎のグローバリゼーション理解は、第二次世界大戦後のアメリカの支配の根拠が、アメリカ・ド
ルの国際通貨としての流通、自由貿易を追求したこと、援助を通じた発展途上諸国などの支配が確立
したこと、また軍事部門の発展が、「冷戦体制」のもとでのアメリカ軍事産業の優位性と独自の産業
構造を形成するとになった、としている。ここに柿崎の独特の解釈があらわれている。また柿崎は、
アメリカ軍事産業の特徴を詳細に論じる。
　「アメリカにおけるME化の展開は、金融・保険・情報処理などビジネス・サービスを中心として
おり、生産とは一定の距離を置く「上部構造的分野」を特徴としていた。日本の成長とは対照的に
MEの展開基盤たる在来産業構造基盤の弱体化＝空洞化が進むもとではそれ以外ではあり得ず、90年
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代の金融・情報サービスを軸とした産業構造転換の背景となった」（同書、92ページ）。
　すなわちアメリカの産業構造は軍事部門優先的に開発されたために、それが民生部門に十分波及せ
ず、金融・保険・情報サービスなどの部門が突出する要因となった、としている。さらにアメリカ産
業の「空洞化」を推進したのは、ME化によるものだと断定している。
　アメリカは冷戦崩壊後、軍事産業の地位が低下したかどうかは議論の余地がある。アフガニスタン、
イラク戦争は武器の更新、新規調達を可能にしたのであり、アメリカ軍事産業の維持政策であった。
アメリカの産業構造は、製造業中心から金融・情報、医療部門などを含むサービス産業の比重が増す
とともに、柿崎の指摘するように、種々な金融商品の開発がアメリカへのドル還流を可能にした。そ
の意味ではヨーロッパ、東アジア諸国がアメリカの金融システムを支える役割を果たしていたことに
なる。しかし柿崎が主張するように「世界はアメリカの構図に依存・寄生することで成長した」と断
定することが出来るかどうかは疑問である。ヨーロッパ、東アジア、南アメリカ諸国の一部は、確か
にアメリカ市場依存を強めている。とくに中国、メキシコ、ブラジルなどはアメリカへの輸出増大が
経済成長の動因となった。しかしヨーロッパ、日本はアメリカ市場の依存度が年々低下し、ヨーロッ
パはEU域内市場、日本は東アジアへの依存度を高めている。したがってアメリカに「寄生すること
によって成長した」との分析は事実と異なっていることになる。柿崎は、「冷戦」崩壊後も「アメリ
カ帝国主義」による軍事・金融による「覇権支配」が、今日のグローバリゼーションであるとの認識
から出発している。こうした現象は、東アジアなどの一部の発展途上諸国にあてはまる現象であり、
むしろアメリカの成長は、他の先進国に同調しないところが現代世界経済の特徴として見出すべきで
はないか。
lV
　第3章の目的は、WTOの下で進行するグローバリゼーションが、「どのような意味を有するのか、
…WTOにおける市場原理とその例外を概観した上で、近年増加している自由貿易協定などの地域経
済統合、そして知的財産権の保護を規定しているTRIPS協定やアンチダンピング制度の運用やその性
格を、市場のありように焦点」を（同書、126ページ　間宮勇稿）あてること、としている。
　GATT・WTOに関して、　GATTは「締約国の通商政策について、現状維持を出発点として交渉を
通じた自由化を目指す枠組みを設定したのであ」（同書、128～129ページ）り、WTOは「加盟国が
自国の国内産業の状況を踏まえて、一定程度保護することを認めながら、市場原理に基づく効率化を
進めることになる」（同書、136ページ）。さらにWTOは、「新規加盟国にっいては、加盟交渉の時点
でかなりの自由化圧力が存在している。途上国であっても、先進国に近い自由化を受け入れなければ、
加盟が承認されないのが現状である。加盟後は、加盟の際に受け入れた自由化の実施に加え、交渉を
通じて更なる自由化をすすめることになる」（同書、137ページ）とWTOとGATTの相違を明らかに
している。
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　またWTOは最恵国待遇原則を貫いているが、その例外が地域経済統合であることも明らかにして
いる。しかし地域経済統合が進展している要因あるいはその意義などの分析までには及んでいない。
　FTAにかんして、アメリカが協定を結んでいるのは、アメリカ企業が進出している国であり、相
手側途上国に対しても多数国間枠組みでは認めていない自由化を受け入れさせている。さらにFTA
は経済関係だけでなく、「2国間の軍事的・政治的な関係を考慮され」（同書、148ページ）ている、
とアメリカの推進するFTA戦略の位置づけを行っている。
　間宮は自由化あるいはグローバル化は自由競争を推進することであり、同時に先進国であれ途上国
であれ、「効率化」を推進することになり、同時に貧困の解消につながる、と主張する。この点では
第2章の柿崎の分析と異なった結論を導き出している。間宮の主張するような自由化の推進が「貧困
の解消」につながらないと主張したのは、NGO、農民、中小零細企業、労働者などであった。シア
トル、香港などで「反WTO」の運動は大きな反響を呼んだ。多くのアフリカ諸国では、貿易財が数
種類に限定されている。その結果、生産者は不利な貿易を余儀なくされており、貧困がますます累積
されている現状がある。したがって問題は、なぜ先進国が自由化を推進するのか、誰が推進している
のか、その自由化によってどのような問題が生じるのかを明らかにすることが、今日必要な課題となっ
ている。またアメリカ企業による自由化の推進と、FTA・EPAなどの2国間協定が進展している状況
を整合的に説明する論理も必要であろう。またこの章は、タイトルにある「危機における市場経済」
の「危機」分析が十分展開されているように感じられない。
　第4章は、「市場のグローバリゼーションと企業ガバナンス」（坂本恒夫稿）である。最初に第4章
の目的を次のように記している。
　「本章では、まず株主価値経営のもとで展開される企業の国際化と、株式市場のグローバル化を分
析し、それを具体的には典型的に展開される英国銀行のM＆Aを取り上げ、市場のグローバリゼーショ
ンのもとでRBSがどのように成長・拡大していくか、そのプロセスと、続いて株主価値経営の担い
手であるファンドとそれを支える制度について投資事業組合制度の創設とその整備、そして、日本的
財務を企業ガバナンスの視点で捉えなおし、株主価値経営の破綻についてその要因を説明し、ガバナ
ンス構造の変化について言及した」（同書、202ページ）。企業の国際化と株式市場のグローバル化が
日本へどのような影響を及ぼしたかにっいては、「英米の機関投資家（保険・年金・投資信託）が、「所
有の効率化」を目標として、様々な仕掛けを日本の企業に行っている」（同書、166ページ）。その結果、
「経営者支配の時代の企業価値は企業そのものの価値増殖であった。ここでは総資本や経営資本の利
益率が重視されたし、利益留保などによる自己金融が注目された。しかし機関投資家支配の時代では、
投下資本利益率や資本コストが重視されるのである。つまり投資家の価値増殖が問題とされるのであ
る」（同書、166～167ページ）。
　さらにグローバリゼーションの進行は、「英米の機関投資家を中心に企業価値向上を求めた資本の
移動や経営改革が進められてきたが、こうした動きの究極にあるものは何であろうか。それは生き残
りをかけた企業連携である。企業連携は基本的には国内的な生き残りをかけてまず展開されるが、今
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日では国境を越えて世界的な規模で展開されている」（同書、170ペー一・ジ）。
　坂本は、イギリスにおける銀行の再編を詳細に分析し、その結論は「銀行の歴史が合併・買収の歴
史であるということ、そしてそれは全体的に言えば「国際的な選択と集中」の一再編劇に過ぎない」（同
書、170ページ）と結論する。
　本章は、ファンドおよび日本的財務の特徴を詳細に論じており、日本を含む欧米企業の連携行動の
意義を知ることができる内容となっている。また日本企業の財務面での分析では、短期的な視点およ
び長期的な視点から展望をおこなっている。ただしこれらの分析を通じて、なにゆえ企業行動の特徴
あるいは投資、とくに国境をこえたM＆Aなどの現象が生じているのか、を明らかにすることも重
要である。経済学の視点（経営学ではない）からすれば、企業行動の変容は、どのような経済情勢・
環境、あるいは国際関係から生じているのかを分析することが求められているからである。
V
　第5章は、「日本経済におけるグローバル資本主義への移行」（飯田和人稿）である。第1章で展開
した現代グローバリゼーションの特徴を日本経済にあてはめて分析しようとする意図である。そこで
は改めてグローバリゼーションの意義を次のように述べている。
　「グローバル資本主義は、先行する福祉国家体制を解体しつつ、資本と労働力の国際的移動を通し
てその資本一賃労働関係の維持・再生産を実現する独自のメカニズムを構築することで確立される。
　ただし日本資本主義の場合、福祉国家体制の解体からグローバル資本主義への移行が直線的に進ん
でいないという点に注意しなければならない。そこでは周知の日本的経営システムを基盤に据えた「輸
出主導型経済」という独自の発展メカニズムを成立・介在させることで、その移行が先送りされてい
るからである。したがって、日本資本主義の場合、この輸出主導型経済が破綻し解体されていく過程
がグローバル資本主義への移行と重なり、この移行過程の分析が重要性をもっ」（同書、205ページ）。
　また2002年以降の日本経済の回復過程については、次のように述べる。
　「住宅バブルが、2001年以降アメリカの過剰消費に牽引された世界経済の拡大を支えると同時に、
中国を姶めとするアジア諸国の輸出拡大を支え、さらには2002年1月以降の輸出主導による日本経済
の回復過程を支えてきたからである。そして、この住宅バブルの崩壊が、サブプライム金融恐慌へと
つながり、すでに減速していた実体経済をさらに急激に収縮させて今回の深刻な世界同時不況をもた
らしたのである」（同書、207ページ）。「2002年1月以来の景気回復は、構造改革などといった内生的
要因によるのではなく、輸出主導という文字通り外生的な要因に多くを依存していた。そして、この
外生的要因が消滅したことで日本経済の回復過程も終了せざるをえなかった」（同書、207ページ）。
　1970年代および80年代前半おける日本の対外関係の特徴については次のように位置づける。「輸出
主導型経済が順調に機能しているかぎり、日本資本主義は自覚的なかたちで（つまり新自由主義的な
立場から）ケインズ主義的な完全雇用政策を放棄する必要もなっかたし、福祉国家体制の看板（政策
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的な建前）を取り下げることもなっかたと言える。換言すれば、そのかぎりにおいて日本資本主義は、
賃金と利潤と分配関係の調整を市場メカニズムにゆだねることなく、日本的雇用システム（もしくは
日本的ミクロ・コーポラティズム）という独特の機構を介して資本一賃労働関係の維持・再生産を実
現していくことができた」（同書、209ページ）、としている。
　さらに飯田は21世紀に入ってからの日本経済の回復過程にはつぎのような要因が存在することを指
摘する。2002年からはじまる第14循環過程において長期に渡る景気回復過程が可能になった。その要
因は、第1に、1990年代の3つの過剰（設備の過剰、負債の過剰、労働力の過剰）がこの期に解消さ
れたこと。第2に中国をはじめとする東アジア圏での生産ネットワークが形成されたこと。第3に、
アメリカの過剰消費である（同書、225～226ページ）。したがって日本におけるグローバル資本主義
への移行期は、1990年代後半以降とすることができる」（同書、237ページ）としている。飯田のグロー
バル資本主義は、調達、生産、販売の国際化を意味しており、日本は1990年代後半から移行した、と
捉えている。飯田によるグローバル化移行の産業は、輸送機械、電気機械、一般機械であり、海外生
産比率も高い産業である。だが日本資本主義として全体を括るならば、「グローバル化経済」が全機
構的に移行していなければならない。一部産業のみで「グローバル化」現象と捉えてはならないので
ある。課題は輸送機械、電気機械、一般機械産業などでのグローバル展開が日本経済にどのような影
響を与えているのか、特定産業の動向が日本経済全体に波及するシステムを明らかにすることでなけ
ればならない。
　第7章は、「日本における2000年代初頭の景気循環」（高橋輝好稿）で2002年以降の不況過程を詳細
に分析している。
　「2002年前後から世界経済は拡張期を迎える。その牽引役を果たしたのが、住宅ブームに沸く米国
であり、2001年にWTO（世界貿易機関）に加盟を果たした中国であった」（同書、245ページ）と、
世界経済の特徴を捉える。しかし2002年以降の世界経済は、果たして拡張期と評価することができる
のか議論の余地がある。すなわちEU、日本の経済動向はアメリカの景気拡大に同調しない、むしろ
景気後退が輸出拡大によって妨げられたのである。この点の分析は第5章飯田論文でも現実の統計に
基づいて論証している。今日の世界経済は、アメリカの景気動向によって支配されない、すなわちア
メリカナイゼーションの進展が一部地域に限られているのであり、1974－75年石油危機の状況とは異
なっている点が特徴なのである。
　世界経済は貿易依存度を高めているのは、「1970年代以降の資本移動の自由化と変動相場制への移
行を契機に進行した金融の自由化に由来し、またそれとちょうど軌を一にした米国における経常収支
赤字拡大によるグローバル・インバランスの存在と、他方における1980年代以降の米国をはじめとす
るインフレなき長期成長過程の現出といった新たな景気動向のなかに位置づけられる。これら3つの
潮流が連携しながら2000年代に入り米国を中心に集中的に展開し始めたとみることができる。米国に
おける過剰消費に基づく輸入増加、グローバル・インバランスの拡大を伴いながら、ときに過剰流動
性とも言われる大量の余剰資金が米欧の金融市場を舞台に駆けめぐり多額な擬制資本を形成した。こ
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うした経済のグローバルな結びつきが危機をもグローバル化させ、世界を同時不況に落とし込んだと
言えよう」（同書、246ページ）。
　すなわち世界経済は資本移動の自由化・金融の自由化、アメリカを中心とした過剰消費、アメリカ
経常収支の赤字のもとでインフレなき長期成長が生じたのであるが、大量の過剰流動性（擬制資本）
の存在が世界を同時不況に巻き込んだのである、と論じている。
　さらに高橋は2002年以降日本の第14循環の拡張期を低成長型景気回復過程と位置づけ、これらの諸
特徴の根源を戦後の高度成長期の過程のなかに求めている。また高度成長期以降も「相対的に良好な
成長経路をたどって」（同書、247ページ）きた日本が、バブルによって崩壊する。バブル崩壊と共に
生じた課題は、「バブルの後遺症ともいえる過剰資本の処理であり、いま一つは、輸出依存に代わる
内需主導の成長経路の確立であった」としている。しかしこれらの課題を処理するためには、「東ア
ジアの復興をバネに生起したメガコンペティションの動きであり、もう一つは米国からの規制緩和・
民営化、市場開放の要求であった」（同書、247ページ）。
　そして2008年金融危機を「内需主導の成長経路の確立については、市場を開放すれどもいっこうに
成長経路に乗らず、それどころか内需主導という課題そのものが崩壊状態に陥る。日本における第14
循環はまさにこうした状況のなかで生起した景気循環を担ったのである。その結果が低成長型景気回
復であり、その破綻であった」（同書、248ページ）と結論する。
Vl
　以上本書の内容あるいは評者の率直な考え方を提示したのであるが、1で記したように本書は経済
学だけでなく法学・経営学などの多面的な領域からの研究成果である。とくに2008年金融恐慌を契機
とした資本主義市場メカニズムを真正面から取り上げ、その問題点を明らかにしようとする本書の目
的は少なからず成功していると思われる。21世紀の新しい資本主義市場システムとは何か、あるいは
それを現代資本主義では形成することができないのか、経済学を志すかぎりにおいて解明しなければ
ならない課題である。新古典派ミクロ経済学のような実現不可能な空想的市場メカニズムを人類の共
通の目標のように定める観念論は全く不必要である。むしろ今日の社会科学、とくに経済学は実現可
能な市場システムを鳥鰍し、その実現に向けて前進できる経済学理論・経済政策の提示が求められて
いるのである。本書は既存の経済学の考え方あるいは分析視角に対する評価と批判を行うことによっ
て、新しい分析方法を提示しようとしていることに特徴があり、さらに「現代資本主義」分析という
経済学の最も重要な課題に対しても怯まずに独自に取り組んでいる点で読者に大いなる刺激を与えて
いる。こうした点で本書が多くの人たちに読まれ、同時に新しい経済社会の青写真が描かれるヒント
を与えるものとなることを期待するのは、評者だけではないだろう。
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